様式第２号（第５条関係）
（第１面）
耐震診断事業計画書
　　　　住所
申請者
　　　　氏名

　私が居住する住宅の概要は、以下のとおりであり、佐倉市木造建築物耐震診断補助金及び木造住宅補強改造工事補助金交付要綱第３条第１項に該当する建築物です。また、当該建築物の耐震診断の概要は、以下のとおりです。なお、耐震診断の結果、耐震性の不足が判明した場合には、耐震補強工事の実施を検討します。
	項　　　目
	記　　　入　　　欄
	備　考

	敷地に関すること。

	所　在　地
（地名地番）
	佐倉市
	

	敷 地 面 積
	　　　　　　　　　　　　　　 ㎡
	

	敷地内の建築物の数
	　敷地内全体　　　　　　　　 棟
	

	建築基準法の集団関係規定等について
	□補助の対象となる建築物及び敷地内の他の建築物を含め、補助金の申請時において建築基準法の集団関係規定等に抵触していない。
	

	耐震診断を行う予定の建築物に関すること。

	建築年月日
	　　　　　年　　　月　　　日
	

	木造建築物の工法規模等
	工　　法　 □在来軸組工法　　　□枠組壁工法
□その他の工法（　　　　　　　　工法）
規　　模　 □平屋建て　　　□２階建て
建築面積　　　　　　　　　　　㎡
延べ面積　２階　　　　　　　　㎡
　　　　　１階　　　　　　　　㎡
　　　　　  計　　 　　　　　 ㎡
	




	
（第２面）

	建築確認等年月日及び番号
	（建築確認）　　　　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　第　　　　　　　　　　　　号
（検査済証）　　　　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　第　　　　　　　　　　　　号
	

	増築の有無他
	□　増築なし
□　増築あり
　　　　　　　年　　　月頃
　　概要：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	

	建築基準法の構造関係規定について
	□補助の対象となる建築物は、建築時における建築基準法の構造耐力規定に適合し、昭和５６年６月１日以降に増築がなされていない。
□補助の対象となる建築物は、建築時における建築基準法の構造耐力規定に適合し、平成１２年６月１日以降に増築がなされていない。
	

	耐震診断に関すること。

	耐震診断の種別
	□一般診断法による耐震診断
□精密診断法による耐震診断
	

	耐震診断を行う予定の建築士名等
	建築士名：
　　資格：（　　　　　）建築士
　　　 　 （　　　　　）登録第　　　　　　　号
建築士事務所名：
　　登録：（　　　　　）建築士事務所
　　　 　 （　　　　　）知事登録第　　　　　号
耐震講習会
　　　 　 （　　　　　）登録第　　　　　　　号
	

	耐震診断補助金の交付の有無
	□なし
□あり　 交付年度：　　　　　　　　年度
　　　　　交付済金額：　　　　　　　　　円
　　　　　判　　　定：
　　　　　評　　　点：最低値　　　　　　　
	
	Ｘ方向
	Ｙ方向

	２階
	
	

	１階
	
	


　　　　　特記すべき事項：
	


※添付書類
１　案内図
　２　耐震診断に係る見積書の写し
[bookmark: _Hlk127539729]３　住民票の写し（様式第１号　申請者の申出において「同意します」の場合には不要）
４　当該建築物の登記事項証明書又は昭和５６年５月３１日以前に建築されたことを証する書類の写し
５　木造住宅耐震診断士の耐震診断に関する講習の修了証の写し
６　代理受領予定届出書（代理受領の場合）

